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地質調査所に拾ける空中磁気探査の歴史と将来

中塚正1)

地質調査所が空中磁気探査法の研究に本格的に着手し

たのは,1964(昭和39)年である.以来約四半世紀,探査

技術は大きく進展をとげた.この間,空中磁気探査は一

貫して工業技術院特別研究のテｰマとしてとり上げられ

てきた.そして新年度(1990年度)からは,新たた研究

テｰマr精密地下構造評価のための高密度空中磁気探査

技術の研究｣がスタｰトすることとたった.

本稿では,これまでの磁気探査の歴史をふりかえり,

地質調査所の果した役割を概観するとともに,これか

らの空中磁気探査に期待される技術的視点を考えてみた

し･.

1｡日本での磁気探査の前史/地上磁気測量

話はやや“いにしえ"の頃から始めよう.そもそも日

本で,いつ最初に地磁気測定が行われたかは不明という

ほかはたいが,加藤(1981)によれば1600年頃すでに伊

達政宗が仙台城築城にあたってコンパスを用いて方位を

決定したと推定される.これはまだ磁気測量と呼ぶには

ふさわしくたいが,磁石の指北性が認識されていたこと

を示している.また,磁北が真北と異なること,すなわ

ち偏角の存在は西欧ではすでに知られていたが,日本人

による最初の偏角の測定は,1694年の谷秦山によるとさ

れている(篠崎,1938;Imamiti,1956).

磁場の空間分布の調査(磁気測量)については,地質

調査所の前身の農商務省勧農局地質課に所属したお雇い

外人シュットが,1880(明治13)年に関東山地から箱根

にかけての調査を行ったのが最初と考えられる(佐藤,

1985).また,ツユットの帰国後の1882-83年(明治15-16

年)には,農商務省地質調査所(1882年創立)の関野修蔵

･神足勝記が東京市内4点を含め全国185点の磁気測量

を実施している.

やや話の道をそれるが,地磁気の連続観測としては,

1882年に始まる第1回極年(IPY)の国際共同観測が契

機となって,①創立早大の地質調査所(1882,8-1883.8),

②海軍水路局(1882.11-1887.?),⑧内務省地理局(1883.

3～)で独立に行われた.このうち⑧の地理局での観測

が,中央気象台を経て,現在の地磁気観測所(柿岡)に

引きつがれている.この間の歴史的た話は,工PY百周年

記念であり,地質調査所創立百周年でもある1982年頃に

書かれた地質調査所百年史編集委員会(1982),地磁気観

測所(1983),杉浦(1983),佐藤(1983.1985)だとの文献

を読むと面白い.

その後の磁気測量では,1887(明治20)年に東京帝国

大学の外人教師ノット博士の指導で,田中館愛橘らが全

国磁気測量を,1891-92年(明治24-25年)には田中館愛橘

･長岡半太郎が濃尾地震による地磁気変化の有無を調べ

る磁気測量を行い,さらに1893-96年(明治26-29年)にや

はり田中館愛橘が全国磁気測量を実施している.

これより後の磁気測量は,海軍水路部(現在の海上保安

庁水路部)に引きづかれ,1912-13年(明治45一大正2年)の

測量を第1回として,10年ごとの繰返し測量が行われる

に至った(須田,1959).さらに戦後は,5年ごとの測量

が行われるようにたっている..

これらの磁気測量は,地磁気の空間分布の測定ではあ

るが,今日ではよく知られているように地表での磁場分

布は非常に複雑であり,地下構造の調査を目的とするに

はあまりにも測点が粗い.須田(1959)によれば,いず

れも日本全国で概ね50～300点の測量である.

戦後になって国土地理院(GSI)では,日本全国の磁

気測量を関始した.この磁気測量は,1等･2等に大別

される.1等磁気測量は1948(昭和23)年から開始され

ており,大局的た地磁気分布とその永年変化を明らかに

するため,全国に配置された100点程度の1等磁気点を

精密に測量する.2等磁気測量では,地域的たいし局所

的た磁場の分布と変化を明らかにするため,全国約800

点の2等磁気点の測定を10年に1回程度行っている
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測点密度の問題でいえば,2等磁気測量でも平均20～

30㎞毎に1点の割合であり,地下構造を反映した局所

磁気異常を正確に捉えるには程遠いと言わざるを得な

い.水路部および国土地理院による磁気測量は,今日も

たお続けられているが,これらは測地学的た位置づけを

持つものであり,従って,3成分の絶対値を求める測定

と同一地点の繰り返し測量による地磁気永年変化の検出

に意義があると言えよう.

一方,資源探査の観点からの磁気測定は大正年間には

じまる.1919(大正8)年にタｰレソティベルクの磁力

計が京都大学に輸入され,磁鉄鉱床の探鉱に試験された

のが始まりで,その後,各大学･地質調査所･鉱業会社

等で研究･実地試験が行われた(萩原,1951).タｰレソ

ティベルクの磁力計は3成分測定用のものであったが,

その後ツユミット磁力計が出現してからは,探鉱にはシ

ュミット型鉛直磁力計が広く用いられ,磁気探鉱の実用

化がはかられるようになった.いずれの磁力計も,磁針

の振れを利用したものであったので,移動したがらの測

定は不可能である.

フラックスケｰト磁力計の原理は古くから知られてい

たが,測定に必要た電子技術が野外測定に利用できるほ

どは発達していたかったために,探鉱に利用されること

があまりたかったものと思われる.

今日の探査技術の発展に向けては,電子技術の進歩と

プロトン磁力計の発明を待たねほたらたかった､

2｡日本における初期の空中磁気測定

1958(昭和33)年,日本で最初の航空機による磁場分

布の測定が,東北大学の加藤ら(1958)のグルｰプによ

って行われた.それはフラックスケｰト磁力計と空気ジ

ャイ雇を用いた鉛直成分の測定であったが,1961(昭和

36)年には同グルｰプがやはりフラックスケｰト磁力計

を用いた全磁力測定を行っている.

本質的に一軸方向成分の磁場測定器であるフラックス

ケｰト磁力計を,動揺の避けられたい航空機に搭載Lて

有為な結果を得るための努力は,相当なものであったと

推察される.しかし,ちょうどその頃より,プロトン磁

力計が実用化されはじめ,航空機や船舶のようだ移動体

での磁場測定は,プロトン磁力計が主流を占めるように

たる.

プロトン磁力計では,原理的に,機体の多少の動揺に

かかわらず全磁力を精度よく測定できるため,移動体で

の測定に適するが,通常は全磁力のみの測定にならざる

を得ない.測地学的な目的のためには3成分測定が不可

欠であり,1962-64年の世界磁気測量(WMS)に向けて
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は,前出の加藤の指遵の下に海上保安庁水路部でフラッ

クスケｰト磁力計による3成分測定のシステムが開発さ

れている.Lかし,動揺に加えて方位の固定もできたい

機体上での3成分測定は困難が多く,現実的に,プロト

ン磁力計の全磁力測定に比して1桁以上精度が劣ること

は歪めたい.

この時期からは磁気測量の事業が国土地理院(陸域)

と水路都(海域)で分担されることとたり,国土地理院

でもプロトン磁力計とヘルムホルツコイルを用いた航空

用3成分逐次測定装置が開発され,WMSに使用された

(WMSCo血㎜itte･,1965)が,精度の問題からその後の

航空測量では,全磁力測定のみが利用されている.

これらと平行して地質調査所では,1962-63年(昭和37

-38年)にプロトン磁力計による空中磁気探査の試験測定

が行われ,1964(昭和39)年からは構造性天然ガスの調

査研究の目的で本格的探査が開始された.さらにこの

頃,水路部でも航空用ブロトソ磁力計が導入され,火山

地域を中心として全磁力測定が行われるようにたった

(Utashiroθ古〃,1972).

このプロトン磁力計の実用化の時期に,奇しくもIPY

時代と同様,国の3機関で開発が進められたことは面白

し･.

この時期の計測器の信頼度は,今日と比べるとはるか

に劣っており,作成された磁気図(MagneticChart)の

中には,必ずしも納得の行がたい変化が表現されていた

りもする.しかし,地質調査所の陶山(1965)は,すで

にこの時期に,地下構造探査の観点から高感度で測定間

隔の十分短い測定装置の使用の必要性を述べるととも

に,交差測線の効用についても言及している.これは移

動測定に由来する種表の誤差要因に対する吟味の必要性

が認識されていたことを意味しており,空中磁気探査が

探査技術として地質調査所でその後大きく発展する基礎

とたった.

3.地質調査所の空中磁気探査

地質調査所では,1964(昭和39)年に空中磁気探査の

研究を本格化して以後,電子技術の進歩を背景として探

査および解析の技術開発を行うとともに,1969(昭和44)

年からは日本周辺大陸棚の石油･天然ガス資源の賦存評

価のための調査を実施してきた.この流れを,工業技術

院特別研究のテｰマ名とともに示したのが第1図であ

る.

1964-66年(昭和39-41年)には,空中磁気測定の技術確

立の研究が行われ,陸域探査の基礎が固められた.引続

き1970(昭和45)年頃までに,海域調査に必要た航法技�
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写真1シコルスキｰS-55.

日本で最初の本的格空中磁気探査に用いられた.ハｰド

(センサｰ部)を曳航して時遼100km弱で飛行した･

(陶山(1965)より)

術･位置決定技術の開発･実証の研究が進められ,海域

探査の基礎固めが行われた.この技術的な裏付けのもと

に,1969(昭和44)年から大陸棚の基礎調査としての空

中磁気探査が開始される.さらに,大陸棚の調査で実証

された技術は,金属鉱業事業団(MMAJ)(1973(昭和48)

年6月までは金属鉱物探鉱促進事業団)が実施する広域調査

の項目にもとり上げられている.この頃の空中磁気探査

の計測と解析の方法に関しては,陶山(1966.1968)に詳

しい.

1970年代に入って,その前半には,ディジタル電子技

術の進展をうけて,計測･デｰタ収録からデｰタ処理･

解析に至るシステムのディジタル化が促進された.また

1970年代後半は,コンピュｰタ処理の普及を背景に,探

査から解析に至る処理の体系化が進んだ.この間の計測

･デｰタ収録にかかるハｰドウェアと一貫デｰタ処理の

ソフトウェアの開発状況については,すでに述べたこと

がある(中塚,1984a,1984b,1989)ので,深入りしたい

こととするが,これらの開発によって,空中磁気探査の

作業能率と経済性には欠きた進歩がもたらされ,測定の

信頼性を含めた探査精度も着実に向上したと言えよう.

こうした技術開発を基礎に,大陸棚の空中磁気探査は

精力的に進められ,1978(昭和53)年までに,北海道か

ら九州に至る地域の沿岸域の調査は,民間の調査が先行

した区域を除いて完了することとなった.

この10年にわたる技術開発と広域的た調査の成果は,

その後の磁気探査に欠きたインパクトをもっていた.す

写真2ダグラスDC-3型探査機.

初期の大陸棚の調査に使用された､往時の関係者にとって

は思い出の多いカリマンタンの調査にも動員された.1988年

春頃まで,栃木県の小山遊園地に展示されていたが,その

後,解体廃棄されたらしい･(1981年撮影)

なわち,先にあげたMMAJの広域調査にとどまらず,

1980-83年(昭和55-58年)の新エネルギｰ総合開発機構

(NED0)(1988(昭和53)年10月に,現在の新エネルギｰ･産

業技術総合開発機構に改組)による日本列島をおおうキュ

リｰ点法調査が計画される基盤を与えた.また,密な側

線間隔による広域的た磁気探査の有効性の認識が,水路

部で行われている“海の基本図"計画の立案に対する一

つの欠きた要因にたっていたと思われる.

さらに地質調査所でも,地質踏査の手におえたい遠隔

海域について,地質状況の一端を明らかにするための空

中磁気探査の研究が,さらに約10年にわたって続けられ

た.

この約25年の地質調査所の空中磁気探査において,探

査に使用された航空機の機種は5代を数える.一番最初

の本格調査(196件)では,その前の試験測定を引きつ

いでヘリコプタｰが用いられた.機種はシコルスキｰS

-55(写真1)で,速度鵬速100㎞弱であった.翌1965

(昭和40)年からは固定翼機に移行しており,陸域探査

の1966(昭和41)年までは小型のピラタスPC-6型機が用

いられた.しかし,海域探査のためには位置測定装置の

拡充強化が必要であり,1967(昭和42)年からは,中型

のダグラスDC-3型機(写真2)が採用された.このDC

-3機では,就役早々に東カリマンタン沖の受託調査(石

油開発公団より)が行われたことも特筆される.

1970(昭和45)年からは,位置測定装置類を含む計測

･デｰタ収録のディジタル化の進行によって膨張した搭

載機器の容量のため,日本航空機製造YS-11型機(写真

3)が採用された.探査時の速度は時速300～400㎞程

度である.このYS-11機でも,最初の調査として,海

外技術協力によるフィリピンでの空中磁気探査が行われ

た.YS-11型探査機は,その後9年間,日本の空を駆け

巡ることとたる｡たお,1972(昭和47)年からは,空中

磁力計の更新と相まって,センサｰを曳航する従来のバ

地質ニュｰス428号�
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写真3YS-11型探査機･

1970(昭和45)年から1978(昭和53)年まで9年間にわた

って,日本各地の探査に活躍した･地質調査所の空中磁気探

査だけでも,側線延長約21万kmの飛行を行った.1972(昭

和47)年から機体尾部のスティンガｰが設置され,探査はス

ティンガｰ方式で実施されるようにたった.スティンガｰ用

の機体磁気補償装置の調整作業時には,バｰドによる測定が

併用された.

写真4磁気探査用スティンガｰを装備したセスナ404型探査

機.

1979(昭和54)年から空中磁気探査に就役し,現在に至る･

スティンガｰに一対する機体磁気補償装置のほかに,各種の調

査飛行のために,0MEGA･LORAN-Cの受信機をはじ

め,ドップラｰレｰダ･マイクロ波測距装置･GPS･対地映

像ビデオカメラなど多種の測位システムが搭載できるように

なっている.(中日本航空㈱提供)

一ド方式を改め,機体尾部にセンサｰを固定するスティ

ンガｰ方式がとられている.

その後,1979(昭和54)年からの遠隔海域の調査に向

けて,探査機は小型のセスナ404型(写真4)に交替す

る.その理由は,YS-11型機が製造中止どたり第一線か

ら退く状況と遠隔海域調査のための航続時間の確保のた

めでもあったが,計測装置類の小型軽量省電力化が大き

く進み,小型機で十分調査できるようになったことが大

きい.現在もこの機種が探査に活躍しているが,機器を

搭載した状態での乗員は,パイロット･ナピゲｰタ･オ

ペレｰタの3名で,予備席として補助オペレｰタ用のも

のが一つある.

昨年までに実施された探査の概略の区域を第2図に示

す.冒頭に述べたように,ここで地質調査所の空中磁気

探査は,一つの節目を迎えた.

探査済区域のカバｰ状況からみると,南西諸島とその

南東側や伊豆一小笠原諸島の海域が残されているし,太平

洋･.中部目本海の広大た海域もある.しかし,これら海

域の調査を行うとすれば,相当た期問と膨大た費用が必

要とたるし,それだけの社会的要請も特に大きいとは言

えたい.また水路部では,船によるかたり精密な調査が

“海の基本図"計画の下に,精力的に進められている.

磁気探査の観点からは,十分とまでは言わぬまでも,基

本的な磁気異常分布の把握が行われている.海域につい
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第1図

地質調査所におけ

る空中磁気探査に

関する研究実施状

況(工業技術院特

別研究).
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第2図地質調査所による空中磁気探査実施区域図･

図中の数字は,探査年度(西暦)を示す｡

て言えば,今後は,船の調査等によって焦点の絞られた

対象区域を,さらに精密に･計測するのが空中磁気探査の

役割とたろう.

4｡新しい探査技術をめざして

以上に述べてきた日本における磁気探査の歴史を概観

すると,資源を含めた地下構造の探査の観点での調査に

は,3つの世代があった.探査の視点のうすい明治時代

を除いて,大正から昭和初期にかけての直接探鉱の時代

を第1世代とする.この頃は,磁針の振れを利用する磁

力計で磁鉄鉱鉱床の調査が行われ,磁気探査の探査手法

としての有効性の実証の時期であった.

その後昭和30年代までの第2世代は,いわゆる地上磁

気測量の時代であり,地域的たいし局所的た磁気異常分

布が議論されるようになるが,系統的た調査の測点間隔

は数10㎞と粗く,学問的な興味の対象ではあっても,

結局,磁場分布の大局傾向を捉えるのみで,地下構造に

関する特に有用た情報にはたり得たかった.

地質調査所による空中磁気探査技術の開発が進む昭和

40年代以降が,第3世代と位置づけられる.この第3世

代では,数㎞の間隔で連続的た側線調査が行われる.

測点の面密度で比較すると,第2世代の1,000倍以上と

たる.この差は単たる量的た差にとどまらず,質的た変

革をもたらしたと言えよう.すたわち,磁気探査技術が

直接探鉱にとどまらず,地下構造解明の有力た一手段と

して認識されるようになった.

空中磁気探査は,航空機の迅速性を生かした広域的な

調査が実施できること,また特に地質踏査の困難た海域

の調査に能力を発揮することによって,注目された.し

かし一方,磁気探査は岩石の磁性というわずかな一側面

のみに頼る調査法であり,苦手とする探査分野も多くあ

るのに加えて,地下構造解析にあたって解の唯一性が本

質的にたいという弱点も抱えている.

この弱点を克服するためには,他の物理探査手法との

併用をも含めて,地質的情報との総合化の視点が要求さ

れるのは当然である.さらに,地質情報との総合化の中

では,磁気探査デｰタの利用として今までは見過ごされ

てきた有用た解析の考え方が発展することがあるかも知

れたい.例えば,NEDOによるキュリｰ点法調査は,斬

新かつ大胆た解析法の適用の実例であろう.地質情報と

の総合化は,常に古くて新しい問題である.

現状の空中磁気探査を省みると,探査の側線間隔は,

“地質屋"の地質踏査の実態と比べて,まだまだ粗いと

言わねぼたらたい.それは,海域の広域的た調査が主流

であったためでもあろう.しかし,これからの探査技術

を展望するには,この測定の密度をさらに飛躍的に高め

る問題を避けるわけには行がたい.

すでに見たように,探査デｰタの量的た飛躍は,その

有効性の質に転化できる.このことは,磁気探査に限ら

ず,反射法地震探査でさらに顕著次のは周知の通りであ

る.

新年度から,新しい特別研究r精密地下構造評価のた

めの高密度空中磁気探査技術の研究｣がスタｰトする.

このテｰマの中心課題は,まさに高密度探査とそれを有

効ならしめる各種計測の技術を開発することにあり,ま

たその有効性を各種の地質状況において実証することに

ある.具体的には,従来の探査に比して1桁小さい100

mオｰダｰの側線間隔での探査技術を確立することをめ

ざしている.磁気探査の第2世代から第3世代への飛躍一

に示された探査の有効性の質の飛躍を,さらに進めて,

第4世代の探査技術のさきがけとたり得ることをめざし

たい.

具体的た技術的課題としては,精密た位置計測および

航空機誘導技術,検出対象に見合った低高度探査飛行,

高密度測定のための傾度測定技術導入の検討,また,そ

れにふさわしい解析技術･手法の開発,さらに将来的に

は探査飛行の無人･完全自動化たどがある.しかし,重

要たのは,個々の技術の進展ではたく,それらの総合さ

れたr探査結果から何がどれだけ精密にどこまで確実に

わかり,何に対して有効か｣を示すことであり,その実

地質ニュｰス428号�
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策3図カナダにおける高密度空中磁気探査の結果の表示例･

(AERODAT杜パンフレットより)

証的解明であろう.

高密度探査の視点は,北米や豪州でもすでに芽生えて

おり,商業べ一スでの探査例もあると聞く.第3図に示

したのは,カナダでのAERODAT杜による調査結果の

一例である.結果の表示では,カラフルた印象深いもの

が数多くあるにもかかわらず,紙面の都合で提示できた

いが,探査デｰタの処理結果が,リモｰトセソツソグデ

ｰタの表示と同じ感覚で表現されている.

日本は,カナダとは,地形･地質状況を大きく異にし

ており,独自の技術的た視点をも持つ必要もあるであろ

う.高密度測定のさらに先の技術的課題を検討するため

にも,この研究を推進Lたい.

その研究に用意された予算は,必ずしも十分とは言え

たいが,地質調査所の空中磁気探査の欠きた蓄積の下に

こそ,欠きた発展ももたらされよう.高密度探査技術に

よって,空中磁気デｰタから議論される地質構造が,地

質踏査で観察される岩体･岩層レベルにたり,推測に頼

らざるを得たい地中での分布を,探査デｰタからより的

確に描くことができるようにたるであろう.そのために

は,磁気異常のもととたる岩石の磁性についての検討も

必要である(大熊･金谷(1990),六号).従来の広域的空

中磁気探査では,磁性岩体の形状と磁化ベクトルを分離

して議論するのはやや困難があったが,高密度探査にお

いてこそ岩石磁性測定の意義も深まるものと思われる.

いずれにしても,高密度空中磁気探査技術が,岩石磁性

の研究をも仲立ちとしつつ,地質デｰタとのより有機的

だったがりの下に発展することを願っている.
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